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１．平成１８年度一般会計決算のポイント

《実質収支》　前年度に比べ１億２，７７９万円減額

①

② 甚大な災害が発生したことにより、災害復旧事業に多額の財源を要した。

□一般会計決算の状況

（単位：千円）

※ 実質収支： 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額）から翌年度に繰
り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属すべ
き収入と支出の差を示しています。その金額の１／２以上は財政調整基
金に繰り入れ、または、地方債の繰上げ償還を行い、残りは前年度繰越
金として翌年度の歳入となります。

実質収支

566,942
122,013
444,929

形式収支
翌年度繰越財源歳出決算額

30,892,301

１８年度①

31,459,243

30,892,301

566,942

122,013

444,929

歳入決算額
31,459,243

（単位：千円）

実 質 収 支

Ａ

Ｂ

Ｄ

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

形 式 収 支

繰 越 財 源

Ｃ＝Ａ-Ｂ

▲ 1,395,976

▲ 1,274,438

▲ 121,538

▲ 4.2

▲ 4.0

▲ 127,793572,722

6,255

32,855,219

115,758

Ｅ＝Ｃ-Ｄ

　１８年度の一般会計決算における実質収支、いわゆる決算剰余金は，前年度に比べ
１億２，７７９万円減の４億４，４９３万円となりました。

32,166,739

688,480

増減①-② 増減比１７年度②

平成１７年度決算は，実質的な合併初年度にあたり、当初暫定予算であったことな
どから多くの不用額が生じた。

一般会計決算の状況

0 30,000,000 32,000,000

実質収支の推移

（単位：千円）

444,929

883,475

572,722
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《歳入・歳出》　歳入・歳出ともに，前年度と比べ大幅な減額
詳しくは3～8ページを参照してください

歳入・歳出ともに、昨年度と比べ大幅な減額となりました。

　歳入は，地方税については、ほぼ前年度ベースを維持しました。繰越金が５億２，５
２１万円の減（▲５６．２％）となっていますが、平成１７年度は、合併時に旧市町一定
規模の決算剰余金を持ち寄ったためです。また、地方債が、２６億４，６６０万円の減
（▲３７．３％）となっていますが、平成１７年度に合併特例債を借入れ、地域振興金３５
億円を積み立てたためです。歳入総額で前年度に比べ１３億９，５９８万円（▲４．２％）
減の３１４億５，９２４万円となりました。

　歳出は，職員数の減により、人件費が１億２，０５７万円の減（▲２．２％）、また、積
立金が３４億５，６５４万円（▲８７．６％）の減となっていますが、平成１７年度に積み立
てた地域振興基金(３５億円)が減となったものです。歳出総額で前年度に比べ１２億
７，４４４万円（▲４．０％）減の３０８億９，２３０万円となりました。

（単位：千円）

32,855,219

37,550,839

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

16年度 17年度 18年度

歳入決算額の推移

歳出決算額の推移

（単位：千円）

36,615,915

32,166,739

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

16年度 17年度 18年度

30,892,301

31,459,243

2



２．歳入決算の概要

（１）歳入決算の概要

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

◆歳入決算額の前年度対比 (単位：千円，％)

▲ 64.5

▲ 91.3

1,333.8

98.6

62.0 481,935

33,429

492,969

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

479,297

978,875

780,581

14.3 ▲ 2,646,600

0.9 ▲ 28,507

▲ 26.5 472,775

▲ 42.8

445,868

485,906

298,646

合　　　　計 31,459,243 ▲ 4.2 32,855,219 ▲ 12.5 ▲ 1,395,976

市 債 4,441,100 ▲ 37.3 7,087,700

そ の 他 1,053,399 ▲ 35.6 1,635,393

国 庫 支 出 金 2,010,603 ▲ 1.4 2,039,110

県 支 出 金 2,460,166 23.8 1,987,391

歳　入　項　目
平成１８年度
決算額　　Ａ

平成１７年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

市 税 3,679,104 ▲ 0.1 3,681,627 ▲ 1.9 ▲ 2,523

830,907 23.0 675,405 10.6 155,502

33,135

▲ 1.7 ▲ 38,555

4.3 10,371

地 方 特 例 交 付 金 86,492

地 方 交 付 税 13,841,150 0.1 13,830,779

▲ 30.8 125,047

諸 収 入 ：

財 産 収 入 ： 財産収入は、備北地区の旧市町で造成していたふるさと振興基金の繰入
金４億９００万円の増などにより、４億４，５８７万円（１，３３３．８％）増の４億
７，９３０万円となりました。

諸収入は、豪雪災害による災害共済金１億４，５６１万円の増などにより、２
億９，８６５万円（６２．０％）増の７億８，０５８万円となりました。

繰 入 金 ：

　平成１８年度の一般会計決算額は、３１４億５，９２４万円（対前年度▲４．２％）となりまし
た。主な歳入の増減については以下のとおりです。

市税収入は、ほぼ前年度と同水準となっていますが、固定資産税の家屋分
が、▲９．８％と落ち込むなど、全体で２５２万円（▲０．１％）減の３６億７，９
１０万円となりました。

地方譲与税は、三位一体改革による税源移譲等により、前年度と比べ１億
５，５５０万円（２３．０％）増の８億３，０９１万円となりました。

繰入金は、財政調整基金の取り崩し３億４，０００万円（１０６．３％）の増に
より、４億８，５９１万円（９８．６％）増の９億７，８８８万円となりました。

784,434 ▲ 5.8

市 税 ：

地方譲与税：

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

県 支 出 金 ：

市 債 ：

817,569 4.2

※各種交付金とは，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場
利用税交付金，自動車取得税交付金をいいます。

地方交付税は、三位一体改革により国庫補助金等が廃止され、交付税に
措置されたことや公債費の元利償還金（借金の返済に充てたお金）の増に
より、地方交付税全体で前年度と比べ１，０３７万円（０．１％）増の１３８億
４，１１５万円となりました。

国庫支出金は、合併団体に交付される合併補助金が、２億１，１２８万円
（▲５２．１％）の減となったことなどにより、前年度に比べ２，８５１万円（▲
１．４％）減の２０億１，０６０万円となりました。

県支出金は、合併推進交付金が１億３，１０８万円（５７．１％）の増となり、
災害復旧費等の投資的経費の増により、４億７，２７８万円（２３．８％）増の
２４億６，０１７万円となりました。

市債は、平成１７年度に地域振興基金の造成による借入額３３億２，５００
万円を行ったことなどの特殊要因が平成１８年度は減となったこと、また、
普通交付税の一部を振り替えられている臨時財政対策債が、１億１，１００
万円減となったことなどにより、２６億４，６６０万円（▲３７．３％）減の４４億
４，１１０万円となりました。

15.0 ▲ 581,994

地方交付税：

国庫支出金：

※その他とは，交通安全対策特別交付金，分担金及び負担金，使用料及び手数料，寄附金，繰越金をいいます。
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（２）市税の決算額について

《市税》　前年度に比べ０．１％減，徴収率は横ばいの８６．７％

◆市税決算額の前年度対比 (単位：千円，％)

　個人市民税は、老年者控除・老年者非課税制度の廃止等の税制改正により増額、また、法
人市民税、軽自動車税なども増額となっていますが、固定資産税は、評価替えにより家屋分
が大きく減少したことにより、税全体では、前年度に比べ、２５２万円（▲０．１％）減の３６億
７，９１０万円となっています。今後も徴収対策係を中心に、徴収率向上に努め、安定的な税
収入の確保を行うこととしています。また、入湯税については、全市に課税対象を拡大したこ
とにより、増額となりました。

▲ 1.9 ▲ 2,523▲ 0.1 3,681,627合　　　　計 3,679,104

市 た ば こ 税

鉱 産 税

平成１７年度
決算額　　Ｂ

▲ 18.5

1,071,142

289,256

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

▲ 16.1

215,267

市　税　項　目

▲ 3.5

対前年度

3.8

2.9

1,360,398

7.0

59.0

▲ 4.4

▲ 0.7

51,446

31,326

7,992

108,272

783

13,548

▲ 3.9

3,987

3,249

▲ 145

1,983,359 0.0 ▲ 69,052

20,120

1,411,844

1,914,307

112,259

218,516

638 ▲ 18.0

▲ 3.7

1.0軽 自 動 車 税

21,540

3.7

1.5

平成１８年度
決算額　　Ａ

1,102,468

309,376

入 湯 税

市 民 税

個 人 分

法 人 分

固 定 資 産 税

その他 3%市債 14%

諸収入 2%

繰入金 3%

財産収入 2%

県支出金 8%

国庫支出金 6%

地方交付税 44%

市税 12%
地方譲与税 3%

各種交付金 3%

地方特例交付金 0%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

平成１８年度歳入決算額の構成比

個人分 30%

法人分 8%固定資産税 52%

軽自動車税 3%

市たばこ税 6%
その他 1%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

平成１８年度市税の構成比
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（３）地方譲与税の決算額について

《地方譲与税》　三位一体改革により前年度に比べ２３．０％増

◆地方譲与税決算額の前年度対比 (単位：千円，％)

（４）地方交付税の決算額について

《地方交付税》　地方交付税は，合併算定替などにより前年度に比べ０．１％増

◆地方交付税決算額の前年度対比

10,371合　　　　計 13,841,150

平成１８年度
決算額　　Ａ

▲ 1.6

2,982

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

10.6 155,502

平成１７年度
決算額　　Ｂ

23.0 675,405

381,549 ▲ 3.10.8

13,830,7790.1 4.3

　普通交付税は、三位一体改革により国庫補助金等が廃止され、交付税に措置されたことや
公債費の元利償還金（借金の返済に充てたお金）の増により、前年度と比べ８，０２８万円
（０．７％）増の１２１億８，１０１万円となりました。今後は、新型交付税の導入により大幅な制
度改革が行われるため、先行きが不透明な状況にあります。また、特別交付税は、平成１７
年度は、豪雪による経費が計上されていたため、６，９９１万円（▲４．０％）減の１６億６，０１
４万円となりました。地方交付税全体では、１，０３７万円（０．１％）増の１３８億４，１１５万円と
なりました。

合　　　　計 830,907

地方交付税項目

　地方譲与税は、三位一体改革に伴う税源移譲による所得譲与税の増により１億５，５５０万
円(２３．０％)増の８億３，０９１万円となっています。なお、平成１９年度は、所得譲与税が廃
止（地方税に税源移譲）されることにより、大幅に減額となる見込みです。

地方譲与税項目
平成１８年度
決算額　　Ａ

平成１７年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

153,415

▲ 5.0 ▲ 895▲ 0.7 133,224

95.5 160,632 110.1所 得 譲 与 税 314,047

自動車重量譲与税 384,531

地 方 道 路 譲 与 税 132,329

5.2 80,276

▲ 4.0 1,730,048特 別 交 付 税 1,660,143 ▲ 69,905

普 通 交 付 税 12,181,007 0.7 12,100,731

3,679,1043,681,627

3,751,631

86.786.7

88.3

3,200,000

3,300,000

3,400,000

3,500,000

3,600,000

3,700,000

3,800,000

16年度 17年度 18年度

84

85

86

87

88

89

90

91

市税決算額

市税徴収率

決算額
（千円） 市税決算額と徴収率の推移 徴収率

（％）
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（５）市債の決算額について

《市債》地域振興基金造成を含む借入は、前年度に比べ３７．３％減

【参考】一般会計・各特別会計市債残高（純計処理前数値のこと） （単位：千円）

※実質公債費比率は、速報値
　であり、未確定数値

１８％未満：協議団体　　　　　　　１８％以上２５％未満：許可団体　　　　　　　　２５％以上：制限団体

地方債協議制度と実質公債費比率

267,954

6,107

275,297

59,118

平成１８年度
発　行　額

平成１８年度
元金償還額

　平成１８年度から地方債の発行が許可制度から協議制度へ移行したことに伴い、起債の許可等に
関する基準として、従来の起債制限比率に代わり、実質公債費比率という指標が用いられることとな
りました。実質公債費比率は、一般会計を中心とした公債費の比率を表す起債制限比率に、上水道・
下水道など特別会計・企業会計の公債費や、減債基金積立金の残高の状況などが加味されており、
庄原市の平成１８年度決算を反映した実質公債費比率は、２２．３％（速報値）となりました。この結
果、これまでと同様｢許可団体｣にとどまることになりますが、実質公債費比率は、財政状況の一つの
側面のみを示すものであります。一般的な指標としては、このほかに経常収支比率・財政力指数・市
債依存度・市民１人あたり市債残高などがあります。
　また、平成１８年度において公債費負担適正化計画の策定を行い、事業費の圧縮及び実施年次の
調整等によって『庄原市実施計画』の計画的実施を行いつつ、公債費負担の軽減を図っています。

［起債の許可等の基準となる実質公債費比率の水準］

64,500

2,972,552

12,087

会　　　　計　

134,158

2,014

56,319,990

97,848

12,126

34,046

3,784,644

21,100

342,700

280,900

38,260 32,153

6,446,1136,378,710

平成１８年度末
残　　　高

57,165,113

120,052

4,441,100 5,286,223

平成１７年度末
残　　　高

22,204

2,308

　一般会計の市債発行額は、平成１７年度は、地域振興基金の造成による借入額３３億２，５
００万円含むもので、平成１８年度はこれが減額となったことにより、２６億４，６６０万円（▲３
７．３％）減の４４億４，１１０万円となりました。新市建設計画に基づく事業実施を行なう一方
で、市債発行額を抑え、健全な財政運営を目指しています。

ダ ム 対 策 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

農業集落排水事業特別会計

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 14,434

一 般 会 計

住 宅 資 金 特 別 会 計

浄化槽整備事業特別会計

公共下水道事業特別会計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

361,800

42,000

10,600

3,481,962

22,500

3,096,110

14,101

6,055,383 70,333,359

工業団地造成事業特別会計 557,300 557,300

合　　　　計 71,169,442 5,219,300

7,087,7006,198,500 4,441,100

3,762,700

57,165,113

56,319,990

53,840,113

52,994,990

0
1,000,000
2,000,000
3,000,000
4,000,000
5,000,000
6,000,000
7,000,000
8,000,000

16年度 17年度 18年度

52,000,000

53,000,000

54,000,000

55,000,000

56,000,000

57,000,000

58,000,000

市債発行額(地域振興基金含む)

市債発行額(地域振興基金除く)

市債残高(地域振興基金含む)

市債残高(地域振興基金除く)

（単位：千円）市債発行額及び市債残高の推移

（市債残高）（市債発行額）

55,121,543

実質公債比率費

20.7
22.3

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

17年度 18年度

実質公債比率費

※平成１８年度は、前年度比１．６％の
  増となっていますが、平成１７年度と
  平成１８年度では、制度改正により算
  出の仕方が異なるため、同様の算出方
  法で算出すると、平成１８年度は、
  ２１．４％となります。
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３．歳出決算の概要

（１）歳出決算の概要

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩

◆歳出決算額の前年度対比 (単位：千円，％)

　平成１７年度は、実質的な合併初年度であり、当初暫定予算でしたが、平成１８年度は、議員・
各種委員等人件費、投資的経費についても、例年ベースとなったことから、増額となっていま
す。また、甚大な被害が生じた豪雨により災害復旧費が大幅に伸びています。一方、諸支出金
が、地域振興金の積立（３５億円）が減になるなど、全体では、一般会計決算額が、３０８億９，２
３０万円（対前年度▲４．０％）となりました。

3,863,966総 務 費

▲ 2.0 ▲ 106,475

衛 生 費 ：

農林水産業費：

土 木 費 ：

教 育 費 ：

▲ 54.6議 会 費 247,625 17.3 211,134

Ａ-Ｂ
平成１７年度

3.7 3,727,690

36,491

2,116,474

▲ 34.0 136,276

118,051

▲ 19.3 ▲ 114,229

5,706,764 7.0

2,315,790

▲ 37.1 00.0 120,000

▲ 12.2 ▲ 1,274,438

土 木 費 3,707,310 7.1 3,462,479

消 防 費 1,133,337 ▲ 8.6 1,239,812

458,063

合　　　　計 30,892,301 ▲ 4.0 32,166,739

1,050,683

6,309,621

487,457諸 支 出 金

4.1

労 働 費 120,000

商 工 費 528,240

農 林 水 産 業 費 2,952,390

▲ 87.6

5,824,815民 生 費

15.3

27.5

▲ 5.4

2.1

衛 生 費 2,002,245

教 育 費 2,419,585

385,514

6,059,434

3,944,000 ▲ 3,456,543

▲ 25.7

31.7

245,027

665,169

250,187▲ 6.2

96.9

▲ 25.5 244,831

▲ 38.0 636,600

▲ 34.3 70,177

公 債 費

災 害 復 旧 費

2,664,612 10.1

172.5

議 会 費 ： 合併に伴い在任期間が短かったため、平成１７年度に比較し、平成１８年
度は、例年ベースとなり、３，６４９万円（１７．３％）増の２億４，７６３万円と
なりました。

労 働 費 ： 昨年と同額で、１億２，０００万円となりました。

庁舎建設事業費、自治振興区除雪機整備等の増により、１億３，６２８万円
（３．７％）増の３８億６，３９７万円となりました。

老人保健医療費、児童措置費、生活保護費等の増により、１億１，８０５万
円（２．１％）増の５８億２，４８２万円となりました。

環境衛生費、清掃費（処理場施設改修など）等の減により、１億１，４２３万
円（▲５．４％）減の２０億２２５万円となりました。

総 務 費 ：

民 生 費 ：

商 工 費 ： 商工振興資金貸付金、クロカンパーク整備事業等の増により、７，０１８万
円（１５．３％）増の５億２，８２４万円となりました。

消 防 費 ：

中核的担い手農家育成事業、基盤整備促進事業（農道、水路整備）、農業
集落排水事業等の増により、６億３，６６０万円（２７．５％）増の２９億５，２３
９万円となりました。

除雪機の購入、道路整備（市道、街路）、公共下水道事業等の増により、２
億４，４８３万円（７．１％）増の３７億７３１万円となりました。

⑫ 公 債 費 ： 地方債（借金）残高の増により、２億５，０１９万円（４．１％）増の６３億９６２
万円となりました。平成１８年度から、地方債の残高は減少する見込みで
すが、元金の据え置き期間があることから、しばらくの間、返済額は増加す
る見込みです。

小中学校施設整備、庄原共同調理場建設等の増により、２億４，５０３万円
（１０．１％）増の２６億６，４６１万円となりました。

⑨ 広域消防組合負担金、消防団経費（制服整備）等の減により、１億６４８万
円（▲８．６％）減の１１億３，３３４万円となりました。

⑪ 災 害 復 旧 費 ： 平成１８年７月の梅雨前線による豪雨で、甚大な被害を受けたことにより、
６億６，５１７万円（１７２．５％）の増の１０億５，０６８万円となりました。

⑬ 諸 支 出 金 ：

平成１８年度
決算額　　Ａ

歳　出　項　目

前年度造成した地域振興基金３５億円の減などにより、３４億５，６５４万円
（▲８７．６％）減の４億８，７４６万円となりました。

対前年度 対前年度決算額　　B
差　　引
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４．データでみる決算

（１）市民一人あたりでみる決算 （平成１９年３月３１日（平成１８年度末）現在住民基本台帳人口：４２，８０７人）

（平成１８年３月３１日（平成１７年度末）現在住民基本台帳人口：４３，５１９人）

◆市民一人あたりの歳入決算額

◆市民一人あたりの市税決算額

一人あたり
（円）

決算額（千円）
一人あたり

（円）

1,987,391

84,598

15,520

18,025

2,873

317,810

46,856

平成１８年度

決算額（千円）

平成１７年度

13,841,150

2,010,603

2,460,166

2,039,110

45,667

162,864

125,047

13,830,779

24,608

734,909 32,855,219

103,747

市 民 税 1,411,844

1,102,468

309,376

21,540

3,679,104

37,579

754,963

7,087,700

1,635,393

市 債 4,441,100

1,053,399

31,459,243

57,471

3,679,104

830,907

817,569

86,492地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

323,338

46,969

85,946

19,411

19,099

3,681,627

675,405

784,434

歳　入　項　目

市 税

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金

市　税　項　目

県 支 出 金

そ の 他

合　　　　計

2,021

個 人 分

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

合　　　　計

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

法 人 分

85,946

13,548

3,681,627

増減率（％）

一人あたり前年度対比

5,528

113

11,804

増減額（円）

1,348

3,891

1,074

▲ 12,971

▲ 20,054

1.6

25.1

6.0

▲ 29.7

1.7

0.2

25.8

▲ 852

▲ 36.3

▲ 34.5

▲ 2.7

決算額（千円）
一人あたり

（円）

平成１８年度 一人あたり前年度対比

増減額（円） 増減率（％）

▲ 59,117

1,914,307

112,259

218,516

638

32,982

25,754

7,227

44,719

2,622

5,105

15

503

平成１７年度

決算額（千円）
一人あたり

（円）

1,360,398 31,260

108,272 2,488

1,071,142 24,613

289,256 6,647

1,983,359

84,598

1,722

▲ 856

▲ 3

45,575

215,267 4,947

783 18

5.5

1,141 4.6

580 8.7

▲ 1.9

134 5.4

158 3.2

▲ 16.7

192 61.7

1,348 1.6

311

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

479,297

978,875

780,581

11,197

22,867

18,235

33,429

492,969

481,935

1,357.9

101.9

64.7

768

11,328

11,074 7,161

10,429

11,539

総務費 13%
諸支出金 2%

議会費
1%

衛生費 6%

労働費 0%

商工費 2%
土木費 12%

民生費 19%

農林水産業費 10%
消防費 4%

教育費 9%

災害復旧費 3%

公債費 19%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

平成１８年度歳出決算の構成比
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◆市民一人あたりの市債残高

◆市民一人あたりの歳出決算額

合　　　　計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

公 債 費

諸 支 出 金

6,309,621 147,397

教 育 費

災 害 復 旧 費

2,664,612 62,247

土 木 費

消 防 費

3,707,310 86,605

農 林 水 産 業 費

商 工 費

2,952,390 68,970

衛 生 費

労 働 費

2,002,245 46,774

2,105

会　　　　計

一 般 会 計 56,319,990

民 生 費

浄化槽整備事業特別会計

総 務 費

議 会 費

3,863,966

歳　出　項　目

90,265

751

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

32,153

71,144

80,010

517

合　　　　計

64,500

2,972,552

12,087

70,333,359

工業団地造成事業特別会計 557,300

332

6,455

879

146,573

3,096,110

14,101

71,169,442

6,446,113

3,784,644

1,507

69,441

150,585

88,412 3,481,962

22,500

57,165,113

120,052

14,434

280,900

283

795

38,260

6,378,710

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

ダ ム 対 策 特 別 会 計

97,848

12,126

34,046

歯 科 診 療 所 特 別 会 計

住 宅 資 金 特 別 会 計

1,315,672

2,286

残高（千円）
一人あたり

（円）

平成１８年度末 平成１７年度末

残高（千円）
一人あたり

（円）

一人あたり前年度対比

増減額（円）

1,313,567

2,759

増減率（％）

▲ 473

▲ 49

▲ 5,660

0.2

▲ 17.1

▲ 14.8

▲ 87.7

▲ 128

4,012

▲ 2.4

8,402

990

▲ 1,703

▲ 14.6

2.7

10.5

191.5

増減額（円） 増減率（％）

平成１８年度 平成１７年度 一人あたり前年度対比

▲ 13.0

0.5

▲ 42282 324

7,6691,643,034 1,635,365

933 19.2

決算額（千円）
一人あたり

（円）

247,625 5,785 211,134 4,852

決算額（千円）
一人あたり

（円）

4,608 5.4

5,824,815 136,072 5,706,764 131,133 4,939 3.8

3,727,690 85,657

▲ 1,859 ▲ 3.8

120,000 2,803 120,000 2,757 46 1.7

2,116,474 48,633

15,757 29.6

528,240 12,340 458,063 10,526 1,814 17.2

2,315,790 53,213

7,043 8.9

1,133,337 26,476 1,239,812 28,489 ▲ 2,013 ▲ 7.1

3,462,479 79,562

6,649 12.0

1,050,683 24,545 385,514 8,859 15,686 177.1

2,419,585 55,598

8,160 5.9

487,457 11,387 3,944,000 90,627 ▲ 79,240 ▲ 87.4

6,059,434 139,237

▲ 17,477 ▲ 2.430,892,301 721,665 32,166,739 739,142

1.713,019 557,300 12,806 213
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参　考　資　料

≪特別会計≫

◆特別会計決算の概要（平成１８年度）

≪公営企業会計≫

◆公営企業会計決算の概要（平成１８年度）（単位：千円）

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 2,209

（単位：千円）

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 365,801

浄化槽整備事業特別会計 154,510

介 護 保 険 特 別 会 計 4,344,276

老 人 保 健 特 別 会 計 7,556,413

公共下水道事業特別会計

18,553

営 ( 医 ) 業 費 用

うち一般会計等繰入金 98,493

177,208

172,876

485,630

農業集落排水事業特別会計

▲ 57,182

0

▲ 57,182

▲ 127,825

122,961

100,165

52,318

1,565,364

20,666,235

う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費

営 ( 医 ) 業 利 益 （ ▲ 損 失 ）

営 ( 医 ) 業 外 収 益

58,284

130,823

営 ( 医 ) 業 外 費 用

8,045

区　　　　分

当 期 純 利 益 （ ▲ 損 失 ）

経 常 利 益 （ ▲ 損 失 ）

特 別 利 益 （ ▲ 損 失 ） ▲ 725

11,174

11,899

407

ダ ム 対 策 特 別 会 計 306,370

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 24,081

0

1,551,794

23,674

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,392,528

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

97,644

4,310,901

94,721

7,538,234

20,398,418

住 宅 資 金 特 別 会 計 29,204 29,204

営 ( 医 ) 業 収 益 543,914 1,423,969

306,370

1,755,391

合　　　　計

工業団地造成事業特別会計

会　計　名
歳入決算額

Ａ

歳出決算額

Ｂ

4,212,880

1,733,558

1,564,258

154,365

2,923

18,179

131,396

形式収支

Ｃ＝Ａ－Ｂ

0

407

21,833

1,106

145

2,231

17,558

81,627

水道 病院

9,823

0

0

267,817

355,978

8,045

2,209

3,847

翌年度繰越
財源　　　Ｄ

3,943

27,579

実質収支

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

0

0

77,684

2,923

18,179

129,165

0

0

240,238

4,275

1,106

145

5,976

378介護保険サービス事業特別会計 64,399 64,021 378
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